





















































































































































































































































































2000 ???2002 ??2?004 ??R?006 ??r?008 ???
ベルギー ??．4 ?ﾃ?C?－0．1 ?ﾃ?C2?|2．7 ??2?|0．2 ?ﾃ?C"??
ドイツ ??2?|2．8 ?ﾘ???m三国 嚢枌?ﾍ ??b?．2 ??ﾍ 
アイルランド 滴??0．9 ?ﾃ?C2?．4 ??B?．6 ??．1 ?ﾒ?c 
スペイン ?ﾃ?－0．6 ?ﾃ?CR?|0．2 ?ﾃ?C2? ??．9 ?2?ﾞ 
フランス ?ﾃ?CR?|1．5 仍?"?c口 俛??－2．9 ?ﾃ(?2?|2．7 ?ﾒ?ﾍ 
イタiノア ?ﾃ?C?畳コ ?ﾃ(??国司 俛??E画 嚢ﾙ?－1．5 ?ﾃ(?r?画 
ルクセンブルグ 澱?．1 ???0．5 ?ﾃ?C?0 ??B?．6 ???－0．7 
オランダ ??|0．2 ?ﾃ(??田 ?ﾃ?Cr?|0．3 ??R?，2 ??r?n田 
オーストiノア ?ﾃ?Cr? ?ﾃ?Cr?|1．4 册8ﾙ?－1．7 ?ﾃ?CR?|0．4 ?ﾃ?CB?綜i 
ポルトガル ?ﾃ(??－4．3 ?ﾃ(??－2．9 俛??国司 嚢枌?|2．6 ?ﾃ(??［囲 
フィンランド 塗??5 釘?．4 ??2?．7 釘?－2 滴?"?|2．2 
ギリシャ 嚢枌?P∃ 兢?巨可 ?2?吹ﾎ ?ﾘ枌?吹｠ 册8ﾙ?匪］ 
スロベニア ?ﾃ8?r?|4 ?ﾃ(?R?|2．7 ?ﾃ(?"?|1．4 ?ﾃ?C2? ?ﾃ????i 
キプロス ?ﾃ(?2?|2．2 ?ﾃH?B?|6－5 ?ﾃH??－2．4 ?ﾃ?C"?．4 ???回 
マルタ ?ﾃh?"?|6．4 ?ﾃX?R?|9．8 ?ﾃH?r?|2．9 ?ﾃ(?b?|2．2 兢?囲 
スロバキア ?ﾃ??2?|6．5 ?ﾃ?C"?|2．8 ?ﾃ(?B?|2．8 ?ﾃ8?R?|1．9 ?ﾃ(?2?亘司 






























































































? ? ? ?? ? ? ?
ギリシャ危機とユーロ
出所　eurostatより筆者作成
（注）ベルギー、キプロスについては統計数値が示されていないため除外した。
JETROは経常収支不均衡の原因を次のように指摘する9。
‘弓ETROI）9
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フランスのラガルド経済財政雇用相は、ギリシャ支援を巡るユーロ圏の
問題を語る中でドイツの輸出依存型のモデルに疑問を投げかけた。ドイ
ツは東西ドイツ統合のコストを負担したうえ、ユーロ導入以来、雇用主
も労組も一丸となって労働コストの上昇を抑え、労働市場の自由化を進
めた。2000－2008年に労働コストはフランスで年平均0．8％、英国で
0・9％それぞれ上昇しているのに対して、ドイツでは1．4％低下している。
イタリアやギリシャ、ポルトガル、スペインの労働コストの上昇率はさ
らに高いとされる。これらの国ではドイツのように年産性向上のため
の構造改革の導入も行わなかったため、経済の競争力の大きな不均衡が
ユーロ圏内で拡大していた。国際的な金融・経済危機にギリシャなどは
無防備に近かった。経済危機後に露わになったのは　こうした南欧諸国
は生産性の高いドイツ経済との競争に苦労し、ドイツからの輸入拡大で
経常赤字を拡大させていた点であった。他方、今回のようにドイツが財
政規律の強化を叫んで弱体化した国々に厳しい措置を求めることは、ド
イツの輸出産業にとって重要な市場をさらに疲弊させることになりかね
ない。ドイツの輸出の3分の2はEUに依存しているためだ。フランス
が積極的なギリシャ支援を主張する背景も、まさにこの点にあった。
要するに、第一に、労働コストに関LPIGS諸国で上昇、逆にドイツで低下、
その差が競争力の不均衡となっていること。これについては、経済状況が上
昇過程にある01－08年のときには賃金抑制について相対的に大きな痛みは
伴わなかったであろうがリーマン・ショック以来、今後経済が下降過程に
あるときには実施することに厳しさを伴うであろう。さらに、労働コストが
低下したとしてもPIGS諸剛こ競争力のある産業が成長するかどうかはまた
別の話であろう。単に低い労働コストの国であれば東欧諸国に比較優位があ
るかも知れない。
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引用の要点の第二はユーロ圏函南北不均衡の維持可能性に関して、南が持
続的に購入することが可能となるように北の支援が必要なことを述べている0
3－3　安定・成長協定見直し
2010年9月末にEL月ま安定・成長協定の改訂内容について公表したが、
その内容について、L1本経済新聞2010年9月30Hによれば10、
EUの欧州委員会は9月29日、経済ガバナンス（統治）を強化する法案
をまとめた。EUの財政ルール、安定・成長協定（財政協定）を抜本改
立するほか、経常収支などの不均衡が続く加盟国への制裁を発勤しやす
くする。ギリシャ危機を招いたEU域内の不均衡を是正する具体的な手
続きを創設することで、域内の持続可能な経済構造確立をめざす。
法案は合わせて6本あり、財政協定の抜本改定は1997年の制定以来、
初めて。欧州委員会はフアンロイパイEU大統領（首脳会議の常任議長）
が10月にまとめるギリシャ危機再発防止策の報告書に反映させ、欧州
議会とEt川オ務相理事会でそれぞれの法案の承認を求める。具体的には、
欧州委が経常収支、実質実効為替レート、民間債務、住宅価格などの指
標を組み合わせて「過剰不均衡剛　を特定。EU財務相理事会が是正措
置を勧告し、それでも十分な対策を講じなかった加盟国には国内総生産
の0．1％の制裁金を科す。英国などユーロ圏以外を含む加盟27カ国すべ
てが対象となる。
加盟国の財政赤字の（二DPに対する比率を3％以「相こ抑えるよう求めてい
る安定・成長協定の改定案は、協定違反のユーロ導入16カ国への制裁
強化が柱だ。予算の前年比増加率が、GDPの増加率を上回らないように
同日本経済新聞　2帆0年9月30日
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各国に要請。これを頻繁に無視する園からはGDPの0．2％分を有利子の
預託金として徴収する。
また、仮にあるユーロ導入国0）財政赤字の対GDP比率が3％以内に収
まっていても・債務（借金）0）対GDP比率が60％超となっている場合
には制裁を科せるようにする0同比率が60％超の国は3年間で5ポイ
ント以上の低下を求められる。欧州委が「制裁が必要」と勧告した場合、
加盟国0）反対が多数でなければ言まぼ自動的に制裁発動が決定される上達
多運遮」を導入する。制裁金は過剰な財政赤字や不均衡のない「健全剛
に分配する優遇策も講じ、硬軟両様で各国の財政規律回復を狙う。三三
上生壁塁上韮蛙字」を抱えるギ上と上
里上達一之一二としと」遺しと上空比重土l⊆坦輸出競争力強化や賃金抑制を求
迫宣二五一」二王逃避堂坦玉里王匡畦は一層の内需拡大を促す。ギリ
シャ危機を発生、増幅した域内不均衡の芽を事前に摘み取ることで、EU
全体の安定した成長をH指す。　下線は筆者
以上の引用について、第一に、安定・成長抜本改訂の趣旨については、「ギ
リシャ危機を招いたEU域内の不均衡を是正する具体的な手続きを創設する
ことで、戯画の持続可能な経済構造確立をめざす」ためとしている。しかし、
この提案の最大の問題点は、グローバル金融危機の後遺症としての金融機関
の体力低下と、実体経済の落ち込みの中で緊縮政策を実施することに対する
認識の欠如である。ユーロ圏を守るために圏内全域が緊縮財政を打ち出すこ
とが世界経済を縮小均衡へと失速させる要因となる可能性は否定できないの
ではないか。ユーロ圏がそのような取り組みを進めるにしても現下の経済危
機がおさまることを見極めて実施することが望ましいと思われる。
この点に関して、英エコノミスト誌によればバローゾ委員長は、拡張的
財政の時代は終わり、今は緊縮財政の時であると述べ、EUメンバーが財政
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規律を順守するように、予算を精査し課徴金を科す権限を委員会に与えると
いう厳格な新方策を提案したという。バローゾ委員長はこの経済ガバナンス
案はユーロ生き残りを確実にする唯一の方法であると主張し、従来の緩い合
憲では結局、無謀な行動を抑制するほど強いものではないことを証明した
からであると言う11。
第二に、逆多数決についてであるが、英エコノミストによれば従来の安
定・成長協定において、形式的には制裁は存在してもそれが発動されたこと
は一度もなかったという。なぜなら、政府がお互いを批判することをよしと
せず、ましてや制裁金を科すことはもっての他であったからである。したがっ
て、閣僚がお互いをかばうという誘惑を減少させるため、逆多数決制を提案
したというのである12。しかし、当事者の死活問題に関してこのような形式
で制裁を決定するということは遺憾であるというしかない。
第三に、赤字を抱える不均衡国による緊縮政策実施ばかりでなく、黒字を
抱える不均衡国の内需拡大を対照的に実施させる必要があると考えられる。
ユーロ圏内で最適通貨圏を実現するためには、単一通貨圏を構成してメリッ
トを享受するドイツのような黒字国からスペインのような赤字国への所得再
分配を実施することが、結局は圏内に留まることが利益となるという意味で
域内の結束を保つ最良の方策ではないだろうか。
第四に、結局のところこの安定・成長協定の改訂案は、抜本改訂とは言う
ものの、従来のものを単に警告と制裁強化を加えて化粧直しをしただけのも
のに過ぎないのではないか。だとすれば違反国は今後も後を絶たず、以前も
独仏という違反国を制裁できなかったように、新規違反国にも制裁を科すこ
とができず、市場から危機管理能力の低さを露呈してしまう危険性が高いと
思われる。
llTh。eCO110mlSt（9月23日）
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結論
今後ユーロ圏にとどまる国は最適通貨圏を目指す方針の下、あらゆる困
難を克服する努力を続けなくてはならないだろうが、そのために現在支払う
費用が将来もたらされる便益よりも高いと判断すれば当該国がその努力を
継続することは不可能となるであろう。
その困難を可能とするのはEUの意思統一と指導力の賜物であろうが、今
次のギ）シャ危機における主要国の対応を見る限りでは、そのようなi十一ダー
シップが発揮されてきた過去の歴史的状況からは遠く隔たっている。むしろ
ギリシャ危機の中で認識させられたことば，ドイツと他のユーロ参加国との
不協和音であり、ドイツが納得しなければ物事が進展しないという現実であっ
た。EU弓まいわば独仏同盟を中心として発展してきたが、ギリシャ支援の合
意形成を見る限り、欧州統合進展への情熱を感じることはできなくなってい
る。
ギリシャ危機はユーロ圏が最適通貨圏として存在するために今後どのよ
うに修止されねばならないか、という問題を投げかけている。競争力が高く
比較的財政節度が良く保たれている国にとってば競争力のない国を支援す
るという点で統合維持費用が高く、またその逆の立場に位置する国では、財
政健全化、国際競争力向上のための賃金切り下げなどユーロ圏に留まるた
めの統合維持費用がこれまた高くなる。ユーロ危機の本質はこの点に凝縮し
ていると言ってよいだろう。統合の上位クラスの田もまた下位クラスの国も
統合維持費用が高いと感じ、国民の不満がデモの形で政府を動かしユーロ圏
の分裂さえ予想されるのである。
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